研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　認知症疾患医療センター　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　　柴田　真弥

	期　　間　平成27年3月5日

	出張目的　H26年度「こころの相談窓口ネットワーク」関係機関等相談担当者研修会

	出 張 先　青森国際ホテル

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【全体の考察】

　今回の研修では、昨年度と違いグループワークの時間があり、普段顔を合わせている方から、全く違う分野の相談担当者に会うことができ、話をきくことができた。一番の収穫は、「法テラス」と「信用生協」についての知識を得ることができたことで、今後債務を抱える患者がいた際には、必要に応じて相談窓口として情報提供をしていきたい。また、自殺の原因と考えられることとして、健康問題も挙げられるが、経済的問題も大きく関わってくる。当院を受診する方の多くはうつ病等の何らかの精神疾患を抱える方が殆どではあるが、自殺した方は誰にも相談できず、問題が大きくなって自殺を選んでしまう方がいる。問題が大きくなる前・病気となる前に、こういった相談機関に「つなぐ」ことができれば、事例集から見ても解決につながるケースも多く、相談会等も開かれてはいるが、窓口・連携担当者としては適切な情報提供・紹介をしていきたいと改めて感じた。また、グループワークで基本的な対応方法についてのレクチャーもあったが、窓口での気づきが問題解決の糸口になることが多く、必ずしも障害関係や高齢者関係の窓口だけではなく、意外にも納税課等の金銭面に関わる窓口で発見されることが多いことも知った。それぞれの窓口がどのような役割をもっており、どのよう対応が可能なのかを知る事、また、伝える事がとても重要であり、今後取り組んでいく必要があると感じた。また、これまで、法テラス等、名前は知っているけれど、実際に何をしているところなのか、相談をしてもいいものか、等と感じていたが、身近な相談機関であることがわかり、当センターも同様のことが言えると感じた。受け入れるだけではなく、発信していく機会をつくることで、より身近な存在になることを痛感したため、今後、情報発信に力を入れて取り組んでいきたいと感じた。
●身近な相談機関のひとつ「法テラス」です！
法テラス青森　事務局長　　山口　昭典　氏
【考察】

　当院の連携室では、医療機関や行政との連携は多いものの、司法関係との連携は成年後見人関係、保護者選任・扶養義務者の選定以外での関わりは殆ど無い。「法テラス」という名前や無料で相談できることは知っていたが、具体的にどのようなことを相談する場所であるかを知らなかった。実際に法テラスの方からの説明を受け、一番多い質問が「法テラスの業務」についてだったことから、まずは問い合わせて確認をすることも、連携担当者として必要なことだったのでは？と反省した。相談したことがない人から見ると、敷居の高い相談機関のようなイメージがあるが、話を聞いてみると身近な相談機関であり、このように自分の窓口がどのような場所であるのか、どのような人を対象に、どのような相談がきているのかを理解してもらう場は重要だと感じた。特に、病気や障害を持っていて、本人の力だけでは問題を解決できない状態にある人にとっては、本人だけでなく、周囲の人が理解する必要がある為、「相談する」し、「理解してもらう」ことで、1度だけではなく再び困ったことがあるとき相談することができたり、誰かに紹介することにつながる可能性もあると感じた。
【研修要旨】

○法テラスとは？
正式名称「日本司法支援センター」

・総合法律支援法に基づいた、全額国債によってH18年4月に設立された（全国に50ヶ所程）

・法務省の所管する公的な法人

・法テラスの意味→「もやもやを照らす」「日当たりのように照らす」の2つの意味

○法テラスの業務

・「国民に身近で、速くて、頼りがいのある司法」を目指している。全ての人と司法を結ぶことを目的としている

・情報提供業務・司法過疎対策業務・国選弁護等関連業務、犯罪被害者支援業務、民事法律扶助業務の5つに分かれている

☆法テラス青森の概要

→電話・直接来院・メールの3種類の方法で相談

　平日9:00～17:00　予約なしで可能（仙台のコールセンターは平日21時まで、土曜日も相談を受けている）

○情報提供業務の内容

・誰でも無料で利用できる！

→相談の内容に応じた法制度を紹介する。適切な相談機関を紹介する。

・主な相談内容

→家族に関する相談、生活上の取引に関する相談、住まい・不動産に関する相談、職場に関する相談、事故・損害賠償に関する相談

※多い相談①法テラスの行う民事法律扶助業務とはどのような業務ですか？
②民事法律扶助を利用するためには、何か用件があるのですか？

③債務の整理をしたいと考えています。どのような方法がありますか？

○民事法律扶助業務の内容

・無料法律相談→資力（収入・預貯金）が一定額以下の方が利用できる

事前予約制、民事・家事・行政に関する内容の相談、同一問題は3回まで、時間は30分まで、65才以上で病気・障害がある人は出張サービスがある
※これまでは県内の青森市、弘前市、八戸市などだったが、今年からむつ市、十和田市が追加となった！

・弁護士・司法書士費用の立て替え
代理援助・・・弁護士や司法書士が代理人となって活動するための実費および着手金、事件終了後の報酬を立て替える。

書類作成援助・・・弁護士や司法書士が裁判所に提出する書類を作成するための実費及び書類作成報酬を立て替える。

→利用条件　　　※返済が条件でもある。

1 収入や資産が一定額以下であること（世帯での収入となる）
2 訴の見込みがないとはいえないこと
3 民事法律扶助の趣旨に適すること
●信用生協の活動内容と「解決の糸口を見つけにいこう！」相談会の実施報告
消費者信用生活協同組合

青森事務所長　八重畑　努
【考察】

　「信用生協」という組合も、今回初めて知ることができた。債務整理や生活資金という言葉も、聞いたことはあるが実際はどのようなものを意味しているのかを知らなかったため、債務整理にもいくつか種類があることや、本人だけの問題ではなく、世帯として解決をしていかなくてはならない事、スイッチローンという言葉や、対象者にも条件があり、債務を一本化することで支払いが可能かどうか、ということ等、初めて得た知識が多く、とても勉強になった。患者様の中でも、時折債務を抱えている方が多いが（印象としてはアルコール依存症の方に最近は多い）、相談があった際には、病院側でも適切な窓口の情報を提供することで、治療だけではなく生活自体の問題解決につながるのではと感じた。
【研修要旨】

○消費者信用生活協同組合について
1969年にくらしの再建のために、資金貸与を思い行う生協として岩手県盛岡市に設立された。
岩手県・青森県全域において事業を行っている。

主に、債務整理や生活資金の相談と貸与を行っている。

・消費者救済資金貸与制度（スイッチローン）

体重債務問題を抱え、生活が破綻の聴きに直面している消費者の救済と生活再建を目的
対象は債務を一本化することにより、現在の収入でスイッチローンの月々のお支払いが可能な方

・生活再建資金貸与制度

債務整理を行ったことにより、「どこからも借入することが出来ない方」のための車検費用、医療費、引っ越し費用、冠婚葬祭費用などの生活費を貸与する制度
○貸金業法改正による変化
2007年に貸金業法改正が行われた
→多重債務が減少し、債務整理を行う事が増えた

→債務整理を行うことで、借り入れができなくなる人が増加

⇒生活再建資金貸与制度を利用する人が増加
○「解決の糸口を見つけに行こう！」相談会の取り組み
・青森市・弘前市・八戸市をはじめ、保健所や社会福祉協議会等でも相談会を実施している
・町内会の回覧板にチラシを入れて、相談会の案内を行っている
・2014年2月⇒62名の相談者があった！
債務以外にも、様々な福祉制度・医療制度を組み合わせていく必要が出てくることもあり、他機関の窓口との連携が必要になってくる
・来年度、生活困窮者への自立支援法が施行される予定
●グループワーク「相談窓口の連携強化に向けて」
座長　青森大学　社会学部社会福祉学科　教授　船木　昭夫　氏　
【考察】

　昨年度の研修会では本格的なグループワークが無かったため、グループ内の連携担当者との顔つなぎをする機会にもなり、また、全く違う分野の相談窓口の方から話を聞くことができ、違った視点からの意見をきくことができた。また、病院やケアマネージャー等は、本人・家族の了承を得て相手先に情報提供をすることが日常的に行われているが、行政や法律関係の窓口ではそういった機会が少なく、「同行支援？」と必要性も感じていないようだった。また、病院では第一に個人情報の問題もあり、すぐに頭に浮かんだところがあったが、他の人からはそのような意見が聞かれなかったため、改めて相談窓口にによって対応の仕方・視点・考え方が異なっていることがわかった。その為、相手の窓口ではどのような相談を受けており、どの程度まで対応が可能であるのか、を相談する・紹介する側も理解していなければ、「こんなはずではなかった」ということになりかねない。このように、自殺志願のある方への対応方法を、いろいろな窓口で知ってもらい、適切な対応を覚えてもらうことも重要であるが、やはり、窓口同士がお互いの業務を理解し合うことも重要なことだと考えさせられた。
【研究要旨】

・自己紹介
⇒グループで目の前にいる人へ自己紹介をする。相手が「相談者」だと設定し、自分は何者なのか、どういう役職でどのような相談機関なのか、わかりやすく紹介するよう指示あり。

※自分の相談窓口を説明できることは重要であり、かみ砕いた言葉にしてどんな人でもわかるように伝えることが大切
・自殺対策の基本認識、自殺に傾いている人の心の状態と行動、自殺の危険性が高いサイン
・悩みを打ち明けられたら…
○グループワーク「話を聞くときに注意することはなんでしょう」
⇒相手の意見を受け止める。同調しすぎない。傾聴を心がける。等の意見があがった。

○グループワーク「死にたい」と言われたら・・・
⇒「つらいですね」「話して頂いてありがとう」等、気持ちを受け止める言葉や、感謝の気持ち（勇気を出して相談をしてくれた、サービスとして相談をしていただいた感謝など）を伝え、まずは安心して緊張をほぐすような対応をする、等の意見があがった。

・好ましくない対応
・つなぐ時の流れ、確実につなぐためのチェックリスト、フォローアップのための約束、対応の流れ

・対応者が燃え尽きない為に
○グループワーク「別の窓口につなぐ必要性が出てきた時に、どのようなことに注意をするか？」
⇒本人が一人で相談できるのか？と疑問を持った場合は、本人に了承を得て、担当者から事前に相談の連絡を入れたり、本人が相談に行くことを伝えることが重要。また、自殺を考えている方の場合は、一人ではなく協力者を探すことも必要（家族、他に相談していた人がいないか、等）。必要であれば、同行支援も検討し、本人の情報提供だけではなく、相談窓口同士の顔つなぎを行うことで、連携が深まる、等の意見があがった。

C.E.O.





C.O.O.





A.O.M.








